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○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

△ △ △ △ △ △ △ △ △

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ａ.目標値に達した

Ｂ.目標値に達していないが改
善傾向にある

保健指導者全
員にツール配
布、差替え

３年間継続して徹底
できた

特定保健指導
対象者への活
用

初回面接時の
配布数

ツール切
替後全対
象者に活
用

初回件数

ツール掲載内
容

メタボと腎臓病の説
明が同時にできる資
料を作成できた

・作成体制
・予算

・作成担当は適
切か
・予算確保はで
きたか

・保健グ
ループが
作成
・予算内
で作成

作成状況
予算内で保健グルー
プが作成できた

慢性腎臓病予防を踏まえたメタ
ボ指導の徹底

３年間継続した
活用

活用が適切か
３年間初
回面接で
必ず活用

保健師等に配
布し旧資料と差
替え

ツール作成後旧ツー
ルと全面差替えで
き、３年継続して活用
中

３年間継続した
実施体制

実施体制は適
切か

全保健師・
管理栄養
士が３年間
継続して実
施

第１期の経験を第２
期に生かしたい

加入者及び事
業主が健康づく
り対策を実施す
るようになる

健康事業所宣言事業所を増やす

・保健指導時にチラシ説明と共
に勧誘
・被保険者２０名以上の事業所
に案内送付

案内方法
案内方法が適
切か

訪問・郵
送により
勧誘

エントリー状況
宣言事業所200社を
目標に勧誘できた

実施体制
実施体制が適
切か

企画・保
健協力し
て勧誘

エントリー状況
企画・保健グループ
で協力して勧誘でき
た

宣言事業所数 宣言事業所数

２８年度
２００社
２９年度
３００社

エントリー状況

・保健師等による訪
問先での地道な営業
がエントリーにつな
がった。
・生命保険会社等と
の連携により、健康
経営推進力が増した

慢性腎臓病のための特定保健
指導者の展開

初回面接ツールの改善 ツール内容
ツールの
改善

新ツールの作
成

腎機能を説明
に適切か

腎機能確
認表を掲
載してい
るか

保健師等による広報用チラシ及
び健康事業所宣言資料の配布
と説明

保健指導訪問時に、保健師等
がチラシ配布及び説明、改善版
からは健康経営への参加も促し
た。

３年間継続した
広報

・配布を継続で
きているか
・説明が継続で
きているか

３年間継
続した広
報

配布状況報告

初年度より配布を開
始し最終年度まで継
続でき、配布状況を
集計できた

３年間継続した
配布体制

配布体制が適
切か

３年間訪
問担当者
が配布・
説明する

配布状況報告
事業所訪問担当者
が配布・説明し続け
ることができた

チラシ配布数 チラシ配布数

２７年度
７００部
２８年度
７００部
２９年度
２５００部

配布状況報告

・広報チラシを配布
することが業務の一
部として定着した。
・保健師等研修で、
データヘルス計画・
健康経営等を情報共
有し、事業所への説
明がスムースになっ
た

初回ツールを
改善できたか

初回ツールを
改善できたか

・連携ポスター作成
は計画外であった
が、前橋市の提案で
追加された。作成・掲
示を分担したため連
続で取り組むことが
できた。
・トラック協会の協力
で、全会員に配布で
きた

自治体及び関係機関・団体と連
携した広報

県トラック協会広報誌への記事
掲載

掲載内容
記事内容が適
切か

・群馬の
健康課題
に加え、
業界の健
康課題を
掲載でき
たか
・対策に
ついても
掲載でき
たか

記事内容

広報誌への記事掲
載：年１回運輸業界
の健康課題から開
始、２８年度に健康
経営、２９年度に血
圧対策で運動・減塩
を取扱い、健康サ
ポートの紹介と３回
連続掲載まで拡大し
てきた

トラック協会と
の調整

トラック協会と
の調整

トラック協
会担当者
との相談
で進める

トラック協会担
当者との調整
による掲載

担当者との調整で年
１回以上の掲載を行
えた。トラック協会の
予算での出版である
ため、記事掲載の費
用負担なし

ポスター掲示数 ポスター配布先 2500枚 配布数

健康づくり推進委員
からの紹介により、
トップセールス先が
予定より多く、チラシ
配布も２１５２部と多
かった

自治体及び関係機関・団体と連
携した広報

２８年度：
前橋市との連携ポスター（高血
圧対策の運動推奨）
29年度：
前橋市との連携ポスター（高血
圧対策としての減塩対策）

掲載内容
ポスターの内容
が適切か

健康課題
と対策を
扱ってい
ること

ポスター作成
高血圧対策として、
運動・減塩をテーマ
に作成できた

前橋市との分
担体制

・作成分担が適
切か
・予算分担が適
切か
・掲示の分担が
適切か

・作成を
交互に行
う
・各担当
回ごとに
予算をと
る
・掲示に
ついても
分担する

掲示状況

協会：運動推奨減、
前橋市：減塩対策を
それぞれ分担し、掲
示についても分担
し、その後集約

ポスター掲示数

協会及び前橋
市との分担掲
示数及び配布
数の合計

未設定

協会掲示数に
前橋市からの
申告数を加え
る

実施状況

４団体のトップセール
ス時に、協力してもら
いたい内容を絞って
おき、依頼したとこ
ろ、各団体を通じて
会員等にチラシ配布
が実現した

チラシ配布
２団体を通じて
の配布

２団体
配布数未
設定

団体数/配布数

２７年度：
県トラック協会、建設業協会、バ
ス協会、バス事業協同組合を通
じてのチラシ配布

依頼先の選定
及び依頼手段

・選定団体が適
切か
・依頼手段が適
切か

・運輸業
及び建設
業
・トップ
セールス
による協
力依頼

・協力団体種類
・協力団体数

実施状況
トップセールス
先との調整

トップセールス
先との調整

トップセー
ルスの際
に依頼す
ること

データヘルス計画を
集約する内容につい
て、企画総務部内で
アイデアを出し合い
作成することができ
た。また、健康経営
の推進とともに内容
を改善することもでき
た。

第２期においても、こ
の経験を生かし、効
果的なツールを作成
していきたい

加入者及び事
業主が群馬の
健康課題を理
解するようにな
る

イベント出展による広報用チラシ
等の配布および説明

関係団体とイベント会場にて
ブースを出展し群馬の健康課題
を説明するとともに、健診・保健
指導等の重要性への認識も促
す

出展内容
出展内容が適
切か

血圧対策
の取扱 実施状況

広報用チラシを活用
して群馬の健康課題
を説明するとともに、
血圧対策として運動
や減塩をテーマに企
画し、健診・保健指
導等の重要性への
認識も促せた

・実施体制
・会場選択及び
協力先との連
携
・予算

・担当職員数及
び職種が適切
か
・会場・協力先
との調整ができ
たか
・予算確保でき
たか

・企画総
務部内で
分担する
・協定先
との開催
（会場）で
あること
・計画的
に予算確
保する

参加者数

第１期中、年間を通
して、連携先の自治
体と一様に連携で
き、県内各地で開催
できた。また毎年同
時期に開催するた
め、企画総務部内で
分担し、進捗管理し
やすかった。予算確
保した中で実施でき
た

イベント実施量
イベント出展回
数/参加者数

・２７年度
３回/５０
０名
・２８年度
３回/４５
０名
・２９年度
６回/５０
０名
合計
20回
/1260名

回数・参加人数

自治体及び関係機関・団体と連
携した広報

健康づくり推進協議
会委員の協力によ
り、トップセールス先
の選定等がスムース
であった

広報用チラシ
群馬の健康課題と対策を伝える
ためのチラシを作成する

・チラシの掲載
内容
・作成時期

・健康課題と対
策を説明できる
ものか
・作成時期が適
切か

・健康課
題と対策
を分かり
やすく説
明する
・２７年度
上期に作
成する

作成状況

２７年度初めに作成
し、健康課題と対策
について、イラスト等
を用いて説明した。２
８年度版で健康経営
を追加し宣言を促す
内容に改善している

・実施体制
・予算

・担当グループ
が適切か
・予算確保でき
たか

・保健グ
ループ作
成
・計画的
に予算確
保する

作成状況

データヘルス計画作
成グループが作成し
たことで説明内容を
十分反映させられ
た。またイベント等を
通じての在庫管理や
健康経営推進を機
に、改善版の作成を
計画し、予算確保で
きた

作成数 チラシ作成数

２７年度
６０００部
２８年度
６０００部

作成数

正解数が
増す

プレゼン前後に
参加者にアン
ケート調査を実
施し、正解数を
比べる

元々定例化していた
委員研修会において
プレゼンを実施した
ため、会場設定や開
催時期などがスムー
スだった

プレゼン後のアン
ケート回収率が低
かった。質問内容が
同じアンケートを用い
たことが要因と考え
る。趣旨説明が不足
していた可能性があ
る

アンケート調査では、
内容・回収手段等を
十分検討し、対象者
への趣旨説明にも注
意をすること

トップセールス

メタボ率・血圧リスクの高い業種
について、業種団体に対しトップ
セールスを行い、事業に対する
協力を求める

セールス対象
団体の設定

課題の多い業
種団体を設定
したか

２団体組
織

トップセールス
実施状況

加入者が多く、血圧
リスクが高く医療費も
高い、運輸・建設業
に対するトップセール
スを実施できた。特
に運輸で３団体実施
できた

・実施体制
・アポ取り等調
整

・担当職員数及
び職種が適切
か
・他機関との連
携で調整できた
か

・事務以
外に専門
職が加わ
る
・委員か
らの紹介
先を全て
実施でき
たか

トップセールス
実施状況

２業種４団体に対し
実施し、チラシ配布
等の協力を得られた

トップセールス
実施数

業種数/団体組
織数

２業種/４
団体組織

トップセールス
実施状況

プレゼン

健康保険委員研修の際に説明
するスライドを作成し、県内５会
場にて実施し、参加者にアン
ケート調査を実施する

・スライドの内
容
・開催時期・規
模

・群馬の特徴を
見える化でき、
対策も伝えてい
たか
・第１期初年度
中の実施か
・各年金事務所
管内での実施

・血圧リス
クを見える
化している
・運動など
対策を伝
える
・９月実施
・県内５会
場

スライド及び配
布資料等研修
実施状況

予定通り、２７年度９
月に県内５会場にお
いてプレゼンを実施
し、健康課題と対策
を伝えた

・実施体制
・会場選択及び
協力先との連
携

・担当職員数及
び職種が適切
か
・年金事務所と
の調整ができ
たか

第1期保健事業実施計画（データヘルス計画）の評価及び次年度に向けた対策

上位
目標

生活習慣病予防健診受診者（40歳以上）の血圧リスクが低下する。
42.7％→40.0％（29年度末）

下位目標 具体策 活動内容

プロセス ストラクチャー アウトプット アウトカム 成功要因・阻害要因

今後の対策

群馬

評価手段 予算・人員体制等 評価項目 評価指標 目標値

評価計画 評価結果　※1 評価計画 評価結果　※1 評価計画 評価結果　※1

成功要因 阻害要因
評価項目 評価指標 目標値 評価手段

時期・内容・対象者の声・
進捗管理等 評価項目 評価指標 評価手段 評価項目 評価指標 目標値 評価手段目標値

支部

・専門職
が資料作
成・説明
を担当
・企画担
当者が年
金事務所
との調整
を担当

研修実施状況
実施についての分担
が計画通りできた

プレゼン実施量
プレゼン回数/
参加者数

５回/２５
０名

研修アンケート 理解度向上

プレゼン前後の
アンケートで、
健康課題につ
いての正解数
が増すか

第1期評価
（下位目標）

評価計画 評価結果　※1

参考資料１
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第1期保健事業実施計画（データヘルス計画）の評価及び次年度に向けた対策

上位
目標

生活習慣病予防健診受診者（40歳以上）の血圧リスクが低下する。
42.7％→40.0％（29年度末）

下位目標 具体策 活動内容

プロセス ストラクチャー アウトプット アウトカム 成功要因・阻害要因

今後の対策

群馬

評価手段 予算・人員体制等 評価項目 評価指標 目標値

評価計画 評価結果　※1 評価計画 評価結果　※1 評価計画 評価結果　※1

成功要因 阻害要因
評価項目 評価指標 目標値 評価手段

時期・内容・対象者の声・
進捗管理等 評価項目 評価指標 評価手段 評価項目 評価指標 目標値 評価手段目標値

支部

第1期評価
（下位目標）

評価計画 評価結果　※1

参考資料１

△ × △ △ × △ △ × △

△ △ △

× × × × × ×

△ △ △ △ △ △ △ △ △

× × × × × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

△ ○ ○ △ ○ ○ △ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ △ △

△ × × △ × × △ × × × × ×

○ ○ △

PR不足で調査数が
伸びなかった

第２期では、健康経
営の推進を目的に取
組に関する支援が重
要となる。活動量計
の活用も増やしてい
きたい。

Ｂ.目標値に達していないが改
善傾向にある

定期的に運動
する者の割合

定期的に運動
する者の割合

指導翌年
度、定期
的に運動
する者の
割合が増
える

集計表

調査翌年の活
動量

調査翌年の活
動量

調査翌年
の活動量
が増える

集計表

・アンケート結果を元
に企画することで、
年々参加者が増えた
・特定保健指導委託
機関拡大に向けて勧
奨することが、合同
研修への参加者を増
やすことにもつな
がった。

健康経営推進のた
め、基準策定は第２
期早期のうちに実現
しなければならない

・管理栄養士の採用
により、栄養指導の
強化ができた
・セミナー申込を機に
エントリーする事業所
もあった

PR不足のため、実施
数が伸びなかった

第２期においても、
御社の健康状況は
健康経営支援ツール
として活用していきた
い

保健師２
名で実施

調査対象
調査対象が確
保できたか

運動習
慣・歩数
が確認で
きた者全
員

調査対象者一
覧

システム刷新により
調査データが消去さ
れたため、調査中止

となる

実施体制
実施体制が適
切か

運動習慣
を把握で
きた対象
者全員を
調査

調査対象者一
覧表にて確認

活動量調査分析
調査翌年も調査を行い、運動習
慣改善等分析を行う

調査手順
調査手順が適
切か

特定保健
指導と並
行して調
査

初回時と３ヶ月
時の２回調査を
実施できた

２社につき、特定保
健指導と並行して調
査を実施中

実施体制
実施体制が適
切か

内勤保健
師２名で
担当

実施状況
２社につき、内勤保
健師２名で対応中

調査実施量 調査実施量 2社50名 調査件数

特定保健指導対象者の運動習
慣調査

２６年度の特定保健指導対象者
の運動習慣及び一日の歩数を
調査し、２７年度との健診結果の
変化や運動習慣の改善状況を
分析する

エントリー
事業所に
案内し申
込により
実施

調査実施状況 ２８年度から開始
・実施体制
・予算

・実施体制が適
切か
・予算内で実施
できるか

実施状況

刷新により、旧システ
ムのデータはほとん
ど消去され、復活さ
せるマンパワーはな

かった

実施数 実施数

・支部保
健師を中
心に保健
グループ
が実施す
る
・予算内
で開催す
る

参加者アン
ケート

研修閑散期の１月に
予算内で開催できた

・事業実施量
・参加状況

・開催頻度
・外部参加者数
/外部機関数

・年１回
・２７年度
未設定
２８年度２
０名/１２
機関
２９年度２
０名/１４
機関

参加申込及び
参加者アン
ケート

特定保健指導合同スキルアップ
研修会

健診機関等の保健指導担当者
を招き、スキルアップと情報交換
を実施。
２７年度ウォーキング実技研修
２８年度慢性腎臓病予防
２９年度問題解決思考のアプ
ローチ

開催内容

・開催時期は適
切か
・研修テーマは
適切か

・健診閑
散期の開
催
・参加者
の要望を
踏まえた
研修テー
マ

参加者アン
ケート

初年度は開催前に、
参加予定者に要望を
聞いてから開催し、２
年目以降はアンケー
ト結果を参考に開催
した

・実施体制
・予算

・実施体制が適
切か
・予算内で開催
できたか

予算確保
支部予算計画
等において予
算確保できた

事業所との契約は特
に予算計画での実施
予測を行い確保した

契約機関数 契約機関数

・契約健
診機関を
増やす
・２９年度
から専門
業者１社
と契約

契約状況

健診事務説明会の
際に、特定保健指導
対象者数から見積書
を作成し、全健診機
関に配布し、契約を
促した

外部委託機関での指導実施件
数を増やす

健診機関や保健指導専門機関
等と特定保健指導業務を委託し
実施を増やす

・契約時期
・契約内容

・契約時期が適
切か
・契約内容が適
切か

・２９年度
当初に契
約
・訪問型
の契約

契約状況

２８年度１事業所、２
９年度から２健診機
関及び１専門業者と
契約した

予算
予算確保でき
たか

選定委員
会にて選
定し、予
算内で実
施

表彰状況
実施要領通り選定、
表彰できた

表彰事業所数 表彰事業所数
年10社程
度

表彰件数
事業所表彰での知見
を第２期の表彰制度
に生かしたい

⑦特定保健指導優良事業所表
彰

実施要領に基づき、保健師等か
らの推薦を基に事業所を選定
し、訪問による表彰実施、ホー
ムページや群馬だより等による
広報を実施する

実施手順

・実施時期が適
切か
・実施要領に基
づいて行えた
か

年内に表
彰実施

・推薦状況
・選定状況
・表彰状況

実施要領に基づいて
年内に表彰できた

・実施体制
・予算

・実施体制が適
切か
・予算内に実施
できたか

⑥健康経営優良法人認定
健康経営優良法人認定のため
の申請をサポートする

サポート手順

・申請のための
情報収集が適
切か
・申請希望事業
所確保が適切
か

申請のた
めの情報
を希望事
業所に提
供する

申請状況

２０１７に８社申請し４
社認定、その後追加
認定で４社認定。２０
１８では大規模法人
１社、中小規模法人
９社が認定された

サポート体制
サポート体制が
適切か

企画グ
ループを
主にサ
ポート

申請状況
２０１８：大規模法人
１社、中小規模法人9
社

認定数 認定数
年10件程
度

認定状況
２０１７申請サポート
の知見をその後のサ
ポートに生かせた

⑤健康事業所宣言事業所表彰
基準の策定

取組チェックを元に、優秀な取組
事業所を表彰する基準を策定す
る

基準内容 基準が適切か

取組状況
及び変化
を段階的
に評価す
ること

基準策定内容 表彰基準未策定 策定体制
策定体制が適
切か

保健グ
ループが
原案を策
定し企画
総務部で
協議する

基準策定結果 表彰基準未策定 策定できたか 策定できたか
基準の策
定

策定状況
経産省の優良法人
認定制度への対応を
優先した

２８年度
内に作成
し、前年
度エント
リー事業
所から実
施する

チェック実施状
況

取組チェック未策定

・取組チェック
作成
・取組チェック
実施数

・取組チェック
は完成したか
・取組チェック
実施が適切か

・２８年度
内に
チェック完
成
・２８年度
から年１
回実施す
る

・作成状況
・実施状況

④事業所セミナー講師派遣
エントリー時セミナー講師事業案
内を送付し利用勧奨

・実施準備
・実施手順

・セミナー資料
が作成できた
か
・実施手順が適
切か

・資料完
成
・エント
リー事業
所に案内
し申込に
より実施

・資料作成状況
・申込状況

２７年度セミナー資料
を作成し講師派遣開
始

・実施体制
・自治体等との
連携

・実施体制が適
切か
・自治体等との
連携があるか

・支部所
属専門職
が担当す
る
・県等と
連携する

実施状況
支部所属専門職が
担当し、要望により
連携して派遣できた

セミナー実施数 セミナー実施数

２７年度
未設定
２８年度２
０社/５０
０名
２９年度２
０社/５０
０名

実施状況

③健康づくり取組チェック 取組チェック未策定 チェック内容
チェック内容が
適切か

・取組状
況の確認
ができる
こと
・優良法
人認定の
申請項目
が含まれ
ること

チェック項目 取組チェック未策定
・作成体制
・実施体制

・作成体制が適
切か
・実施体制が適
切か

②簡易血液検査による健診実
施と情報収集

エントリー事業所向けの特典とし
て若年者向け簡易血液検査に
よる健診を実施し、健診結果等
の情報収集を行う

・実施対象
・実施手順

・実施対象が適
切か
・実施手順が適
切か

・エント
リー事業
所の３５
歳未満の
被保険者
のうち希
望者
・エント
リー事業
所を通じ
て案内し
ネット申
込により
実施

申込状況
計画通り実施できた
が申込が少なかった

・実施体制
・予算

・実施体制が適
切か
・予算内で実施
できたか

エントリー事業所の
多くは、事業者健診
の取組がしっかりし
ており、簡易血液検
査の需要が少なかっ
た

保健師２
名で担当

実施状況

２７年度は事業所カ
ルテのみを対象事業
所に提供。健康事業
所宣言事業開始後、
提供対象事業所を変
更。２８年度は本部
からのカルテ提供の
遅れもあり、提供を
見送った。事業所統
計はシステム改善と
して要望したが、支
部独自の作成用シー
トを作り、営業等の際
に提供を再開してい
る

情報提供数 情報提供数

２７年度：
２６年度
指導実施
事業所の
うち被保
険者１００
名以上の
事業所全
て
２８・２９
年度：エ
ントリー事
業所全て

カルテ提供件数

・本部から提供され
る事業所カルテが
年々遅れた
・システムから作成さ
れる統計資料は不具
合のためそのまま活
用できず、改善要望
している

・企画グ
ループが
実施
・予算内
で実施

実施状況
企画グループが企画
し、予算内に実施で
きた

実施数
実施目標に達
したか

実施目標
５００件

実施報告

・健康事業所宣言事業所向け健
康づくり応援事業
①健康情報提供（事業所統計、
事業所カルテ等）

・２６年度に特定保健指導を実
施した事業所のうち被保険者１
００名以上の事業所全てに事業
所カルテを提供
・２９年１１月御社の健康状況を
作成、１２月カルテ提供再開

情報提供手順

・提供資料は適
切か
・提供資料は提
供可能か
・提供対象は適
切か

事業所カ
ルテ及び
事業所統
計を提供
２７年度：
２６年度
に指導を
実施した
１００名以
上の事業
所に提供
２８・２９
年度：宣
言事業所
全てに提
供する

カルテ提供件数

事業所カルテは支部
にて作成可能だが、
事業所統計はシステ
ムから作成できる資
料の質が悪く提供で
きなかった。その後
事業所統計を元に
「御社の健康状況」を
作成できるようシート
作成した

実施体制
担当職員数は
適切か

加入者及び事
業主が健康づく
り対策を実施す
るようになる

加入者の身体
活動量が増え

る

Ｂ.目標値に達していないが改
善傾向にある

保健師２
名で担
当、活動
量計１００
台で対応

実施状況
内勤保健師２名で対
応した

調査実施量
実施事業所数/
参加者数

２８・２９
年度
５０社/５
００名

活動量計貸出
簿にて実施状
況を確認

エントリー後の電話
による確認連絡で必
ず、活動量計貸出を
PRした

健康づくり事業所宣言事業所に
対する活動量計を用いた活動量
調査及び運動習慣改善支援の
提供

活動量計１００台を購入して、宣
言事業所に無料で貸出。その後
参加者ごとにレポートを作成しア
ドバイスする。

調査手段
調査手段が適
切か
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第1期保健事業実施計画（データヘルス計画）の評価及び次年度に向けた対策

上位
目標

生活習慣病予防健診受診者（40歳以上）の血圧リスクが低下する。
42.7％→40.0％（29年度末）

下位目標 具体策 活動内容

プロセス ストラクチャー アウトプット アウトカム 成功要因・阻害要因

今後の対策

群馬

評価手段 予算・人員体制等 評価項目 評価指標 目標値

評価計画 評価結果　※1 評価計画 評価結果　※1 評価計画 評価結果　※1

成功要因 阻害要因
評価項目 評価指標 目標値 評価手段

時期・内容・対象者の声・
進捗管理等 評価項目 評価指標 評価手段 評価項目 評価指標 目標値 評価手段目標値

支部

第1期評価
（下位目標）

評価計画 評価結果　※1

参考資料１

○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ 1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○

※1：　年度ごとに「○（できた）、△（一部できた）、×（できなかった）」　を評価する。

・関係機関との連携
で、安定した運動セミ
ナー開催につながっ
た。
・健康づくり特典協賛
企業を会場として利
用することで、施設
側の協力を得やす
かった。
・加入者が参加しや
すい休日に実施した
ことで参加数が伸び
た。
・任意継続加入者に
対しても案内を行
い、受け入れの幅を
広げた。
・セミナー前後で血圧
測定や動脈硬化モデ
ル・塩味の味覚チェッ
ク等行い、より健康
課題を身近に感じて
もらえるようにした。

運動セミナーでの知
見を第２期での開催
に生かしたい

専門医療機関
情報収集状況

県医師会との連携
で、検索ツールと
ホームぺージ上でリ
ンク。また検索結果
から専門医一覧表を
作成、県医師会の協
力で活用開始した

実施体制
実施体制が適
切か

内勤保健
師２名で
実施

受診勧奨実施
状況

二次勧奨実施後、対
象者が医療機関を受
診しやすくするため
の連携体制をつくる
ために、関係団体の
協力を得て検討を進
める

専門医情報提
供資料作成

専門医情報提
供資料作成

内勤保健
師２名で
実施

送付件数 対象者全員に再勧奨 送付件数 送付件数
対象者全
員

送付状況

資料作成
専門医療機関
一覧表

回答書未提出者への再勧奨

・回答書未提出者への再勧奨
（文書）実施。専用パンフレット活
用による勧奨強化

実施対象 再勧奨
対象者全
員

発送件数 第1期合計794件 実施体制
実施体制が適
切か

勧奨開始する
勧奨を開始で
きたか

訪問案内
及び面接
開始

訪問案内件数
及び面接件数

未着分の事業所への送付
回答書未提出者への再勧奨（文
書）実施。専用パンフレット活用
による勧奨強化

実施対象
実施対象が適
切か

未着分の
うち資格
ある方全
員

送付状況

実施状況

共催団体から人手・
器材等の提供も要
請、予算内で実施で
きた確保

・開催頻度
・開催数・参加
者数

・開催頻度
・開催数・参加
者数

２７年度：
年１回/４
００名
２８年度：
年２回/４
００名
２９年度：
年１回/４
００名

実施状況

二次勧奨実施
二次勧奨の徹底（電話・文書、
特定保健指導支援期間中の方
は担当保健師等から勧奨）

実施手順
実施手順が適
切か

実施計画
に即して
実施

勧奨件数

実施計画に即して実
施。本部からの通知
発送後回答書受付
後随時実施できた

実施体制
実施体制が適
切か

内勤保健
師２名で
実施

勧奨件数 対象者全員に送付 勧奨件数 勧奨件数
対象者全
員

勧奨件数

運動セミナー開催
前橋市・群馬県社会保険協会・
県スポーツ協会等との共催で開
催する

開催内容

・開催時期が適
切か
・会場設定が適
切か
・開催内容が適
切か

・運動に
適した季
節
・運動でき
る環境で
あること
・健康課
題を伝え
運動習慣
改善を
テーマに
している
こと

開催状況

寒い時期は参加者
が集まらない、６月開
催が適当。データヘ
ルスチラシを配布し
て説明を実施。また
歩き方教室も実施し
ウォーキング実践を
促した。

・実施体制
・連携体制
・予算

・実施体制が適
切か
・関係機関と連
携しているか
・予算内で実施
できたか

・企画総
務部で担
当
・自治体、
関係機関
と連携し
て開催
・予算内
で実施

加入者の身体
活動量が増え

る

Ｂ.目標値に達していないが改
善傾向にある

発送件数
第1期合計面接1071
件

実施体制
実施体制が適
切か

内勤保健
師２名で
実施

送付件数 対象者全員に送付 送付件数 送付件数
対象者全
員

要治療者が受
診する

本部提供資料
Ｂ.目標値に達していないが改

善傾向にある

勧奨後３ヶ月間
の医療機関受
診率

12%
勧奨後の医療
機関受診状況

・28年度健診分より、
対象者を35歳以上に
拡大した。
・勧奨通知のデザイ
ンを改善し、より警告
性の強いものに変え
た。
・回答書の提出率が
低下していることか
ら、事業所への面接
を開始し、指導機会
の拡大を図ってき
た。
・回答書の提出のな
い方への再勧奨文
書に、専用パンフレッ
トを同封することで、
受診を後押しした。
・対象者の自宅宛に
送付し、未着となった
分の勧奨通知を、封
入し直して（親展）か
ら事業所にまとめて
送付し、担当者から
配布いただくことによ
り、対象者にはもれ
なく通知が届くように
改善した。
・医師会や専門医と
の、3年間にわたる相
談・打ち合わせが積
み重なり、連携が強
まっている。

・二次勧奨対象者か
らの回答書の提出が
減っていることで、勧
奨対象者の見極め
が難しくなっている。
・事業評価を行うた
めには、医療機関の
受診状況はシステム
等で自動集計される
とよいが、自己管理
に尽きる。よって、事
業効果・評価等が見
合わない。

○ △ △

訪問による二次勧奨を開始する
二次勧奨の徹底（回答書提出の
ない対象者への面接による勧
奨）

実施対象
実施対象が適
切か

回答書提
出のない
対象者が
複数いる
事業所に
訪問案内

勧奨件数/実施
件数

２９年度から開始中 実施体制
実施体制が適
切か

内勤保健
師１名で
実施

訪問案内件数/
面接件数

２９年度から訪問案
内開始

(下記の5段階より選択）

Ａ.目標値に達した

Ｂ.目標値に達していないが改善傾向にある

Ｃ.変わらない

Ｄ.悪化している

Ｅ.評価困難

勧奨後の医療機関受診状況

・二次勧奨実施後、対象者が医
療機関を受診しやすくするため
の連携体制をつくるために、関
係団体の協力を得て検討を進
める

情報収集 情報収集

専門医の
いる医療
機関情報
を得る


